「大阪府地域防災計画【基本対策編】（修正案）」に対するご意見と大阪府の考え方について
○募集期間　平成２９年２月８日（水曜日）から平成２９年３月９日（木曜日）まで

○募集方法　郵便、ファクシミリ、電子申請
○提出人数・意見数　５人・８件（うち意見の公表を望まないもの０件）
○ご意見と大阪府の考え方
	No
	ご意見の概要
	大阪府の考え方

	１
	〔総則〕第１節　目的等（３ページ）

大阪府地域防災計画【基本対策編】は、大規模災害などに備えるための計画とのことであるが、この計画では人的災害への備えが不足しているのではないか。

ここ近年、世界的にはイスラム国などによるテロや北朝鮮による度重なるミサイル発射など、「人的災害」が危惧されている。特に大阪府は、万博やカジノの誘致を目指しており、世界中から多くの人々を集めようとしているが、一方で、南海トラフ地震などの自然災害だけでなく、テロなどの人的災害から、大阪に訪れる多くの人々を守る必要があるのではないでしょうか。人的災害に対する備えもしっかりと計画に位置づけて、対策を講じていくべきではないでしょうか。

	本計画は災害対策基本法に基づく計画として位置付けられており、災害対策基本法において「災害」とは、「豪雨や地震等の自然現象又は大規模な火事若しくは爆発等により生ずる被害」と規定され、テロ等については本計画の対象外となっております。

ご指摘いただきましたテロ等への備えについては、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（通称：国民保護法）」に基づく「大阪府国民保護計画」や、国の指針に基づく「ＮＢＣ等大量殺傷型テロ対処現地関係機関の連携指針」において定め、国民保護訓練を行うなどして、テロ等に対する対応力を高めるとともに、住民や滞在者を保護するための取組みを行っております。

	２
	〔総則〕第２節　防災の基本方針（５ページ）

P.5の第2節　防災の基本方針で災害対策にあたっては、「災害対策基本法」に基づき、「減災」の考え方を防災の基本理念に据えるとある。平成28年４月１日に施行されている「災害対策基本法」の第1条の目的と第２条の用語の定義に減災との言葉は使われていない。

　メディアに流れている「減災」は、東日本大震災のとき、釜石湾口部の防波堤が津波で倒壊したが、波高の減衰と位相の遅れで被害を減少させたことから、防波堤は減災効果があるといわれることがある。また、南海トラフ地震による津波が10分程度で襲来する沿岸部で、物理的に津波を防ぐことができない地区で、財産は放棄して、人命を助ける避難対策を津波対策にする時、「減災」と使われる。

　また、第2節の防災の基本方針の記述が不明確であるため、昨年素案が出された、国土利用計画の(3)将来像3：安全・安心な大阪の①災害に強い都市の構築の基本方針を減災の考え方で行うとなっている。住民意見で、防災対策の基本は、「生命と財産を保護する（かばい守る）」ことであり、基本方針は、「防災」ないしは「防災・減災」にすべきであると述べたことに対し、国土利用計画では、防災に関しては、大阪府地域防災計画と整合を取る必要があり、減災を街づくりの基本とするとのことである。このような街づくりでは、知事が進めておられる副首都を形成するための多くの資産が集積する安全な魅力的な街にならないのではないでしょうか。

　副首都を着実に形成していこうとするならば、災害対策の基本は「生命と財産を保護する」を最優先にすべきです。近年の異常気象に対応するため、暫定措置（異常気象が、異常なのか、今後の通常気象なのか判断できない時。また、防災対策が間に合わない時。）として、「防ぐ」「凌ぐ」「逃げる」を基本とする防災対策を公表するとともにそれが完成しない迄の間の減災対策を公表する大阪府地域防災計画の基本方針とすべきである。

　街づくりの担当部署でも防災の考え方を十分理解し得ないような大阪府地域防災計画の基本方針では、減災という災害対策基本法で定義されていないような言葉は使わないで、誰でも理解でき、多くの企業が副首都としての資産を集積する魅力を感じるよう、災害対策の基本を防災に変えるべきである。


	本計画における基本方針としての「減災」の考え方については、災害対策基本法第２条の２ 第１項第１号において、「被害の最小化及び被害からの迅速な回復を図る」という減災の考え方が規定されております。

また、同法に基づき定められている、国の防災基本計画（平成28年5月） 第１編第２章においても「災害の発生を完全に防ぐことは不可能であることから、災害時の被害を最小化し、被害の迅速な回復を図る「減災」の考え方を防災の基本理念とし、たとえ被災したとしても人命が失われないことを最重視し、また経済的被害ができるだけ少なくなるよう、さまざまな対策を組み合わせて災害に備え災害時の社会経済活動への影響を最小限にとどめなければならない。」と定められております。

以上を踏まえ、本計画においても住民の人命保護を最優先する考えのもと「減災」を基本方針と定め、府域並びに住民を災害から保護するため、地域の防災力向上に取り組んでまいります。

	３
	〔災害予防〕第２章　地域防災力の向上
第４節　企業防災の促進（８６ページ）
事業者が事業継続計画（BCP）を策定するにあたり、災害時には地震等による被災だけでなく、感染症により人的資源を確保できない場合も想定する必要があると考えている。

　また、近年、大阪では外国人旅行者が増加しており、災害発生直後に企業が避難者を一時的に受け入れる際にこれらの外国人の方々も受け入れる可能性がある。

　「災害予防対策　第２章　第４節　企業防災の促進」には、「事業者は、災害時に企業の果たす役割を十分に認識し、・・」との記載があるが、上記の感染症対策や外国人対応について、行政による広報・啓発やマニュアル策定等、事業者が災害時に果たす役割を十分認識し、スムーズに災害対応が行えるような支援を行うべきと考える。
	本計画は災害時の状況に応じて各種個別分野での対策を行う事を定めており、ご指摘頂きました感染症対策については、「災害予防対策　第1章 第4節 災害時医療体制の整備」「災害応急対策 第3章 第2節 医療救護活動」において位置づけております。また在住外国人及び外国人旅行者への対応についても「災害予防対策　第1章 第10節 避難行動要支援者支援体制の整備」において位置付けております。
ご意見の趣旨は、本計画を踏まえた今後の対策を検討する上で、参考とさせていただき、地域の防災力向上に取り組んでまいります。

	４
	〔災害予防〕　第３章　災害予防対策の推進　

第１節　都市防災機能の強化（８９ページ）

  大阪府内に新地（旧遊郭）を放置したまま、未曽有の災害が起きては、ライフラインの復旧どころか、大阪が混とんとすると思います。

災害予防のためにも、一日も早く、府民が安心・安全に暮らせる大阪にするために、新地の一掃を計画の中に入れてほしい。  

	ご意見として承ります。

	５
	〔災害予防〕第３章　災害予防対策の水深

第３節　津波災害予防対策の水深（１０５ページ）

P.105の第2の津波防災地域づくりの推進について

　前版で別図-1の水門全てを津波対策で使うのであれば、水門の水理特性を見極めて水門の利用方法を決めるべきであると述べた。

　特に、安治川、尻無川、木津川の高潮用３大水門については、津波の進行方向に直角に閉鎖することになり人災を引き起こす可能性がある。津波対策としての３大水門閉鎖の問題点を下記する。

　前版の住民意見に対し、閉鎖理由として住民の避難時間の確保するためとなっている。この回答に対し、どこの住民がどのように避難時間を確保できるのか尋ねても回答がない。

　また、水門閉鎖による反射波の対策を検討するとのことであったが、回答がない。特に、水門下流の地域にとっては、単なる反射波の越波だけでなく、万が一、防潮堤の鉄扉が閉められなかった時、被害は、津波を受ける以上の大被害を受けることになる。特に、今回の改訂は地震が連続で起きた時の対応を考えるとのことである。安政の大地震は36時間後に起きたと言われているが、もし、12時間、24時間後に起きれば、３大水門下流には前の津波の残留水位があり、下流の越流量は、膨大なものになり、大災害を引き起こす。

　今回、連続して起きる南海地震を想定するのであれば、リスクがある３大水門閉鎖の津波対策を中止し安全性を高める沖の防波堤や河川浚渫などの津波対策を立案すると記述すべきである。

　３大水門閉鎖による津波対策の問題点

　・３大水門の閉鎖を審議された河川整備関連の審議会で大所高所の議論がなされなかった事。

　・３大水門閉鎖は、被害が多いリアス式海岸を人工的に作ることである。L１程度の津波であれば津波は遡上し自然消滅をするが、３大水門の閉鎖を行えば下流域は反射波で大きな被害を受ける。

　　　特に、水門下流の防潮堤の鉄扉を閉めることで津波から守ることになっているが、この鉄扉の１つが閉められなかったとき、ある所では、10cm前後しか市内に流入しないが、３大水門を閉鎖すれば、1、2ｍ以上の津波が１時間以上も市内に流入し、人命をも奪う大災害を引き起こす危険性を有している。

　・３大水門の様な機械式防御施設は、予見される外力に対しては、必要な強度を確保できるが、予見していない（予見できるが想定しない・できない）外力（例えば、船が漂流し衝突した時）が働いた時、機械式防御施設は機能を失い大きな被害を誘発する。本来目的の高潮対策が出来なくなり、大きな被害を誘発する。


	本府では３大水門を閉鎖することにより、津波による浸水開始時間を少しでも遅らせることができ、住民の避難行動に寄与すると考えております。なお、津波浸水想定にあたってはシミュレーションを実施する際の条件設定の制約から、予測結果には限界があるため、個別の地点ごとの水門の閉鎖による避難時間がどれだけ確保できるかについて計算はしておりません。

水門閉鎖による反射波の対策については、河川構造物等審議会の審議により、今後、防潮堤の嵩上げを基本として検討を行うこととし、新たな津波対策についても、同審議会において、水門方式だけでなく、防波堤等の減勢施設も含めた検討を行っております。

また、防潮堤の鉄扉については、平日昼間だけでなく、休日や夜間も含めた職員による閉鎖確認及び閉鎖体制を取っております。
　なお、南海トラフ巨大地震等巨大地震の連続発生の可能性に関する国の新たな知見はまだ出ておらず、今回の地域防災計画の修正においては、南海トラフ巨大地震の連続発生による被害等は想定しておりません。

　しかしながら、規模の大きな地震の連絡発生や各災害が複合的に発生する可能性もあることなど、さまざまな災害の危険性があることについて、防災知識の普及啓発に努めることとし、災害予防対策　第２章第１節の「第１　防災知識の普及啓発」（Ｐ７９）に記載しております。

　


	６
	〔災害予防〕第３章　災害予防対策の推進
第３節　津波災害予防対策の推進（１０７ページ）
P.107 第5 津波から「逃げる」ための総合的の対策の前に「「津波から街を保護する」総合的な対策」を加える。

津波対策に副首都形成に寄与する記述、すなわち、大阪は、東京に比べ安全で資本投資に値する地域であることがわかる記述が無く、また、街の資産をどのように守るか記述が無い。別図－１の試算が、最大被害を想定するために行われたものであり、防潮堤の鉄扉が一箇所閉鎖されなければ、どの地区がどの程度被災するか想定できない。また、本大阪府地域防災計画の災害対策の基本が減災になっており、「逃げる」を最優先に考えていることによる。住民に津波が来た時、最初に、しなければならないことは、防潮堤の鉄扉の閉鎖であると言っても、まず、逃げることであると話される。

　P.213に避難誘導が記述されているが、もっと住民が災害を理解できるような情報を提供すべきである。当然この中には、3大水門閉鎖による被害の増大も住民に理解してもらうべきである。このことを明確にすることなく津波対策を行うことは、行政として行ってはならないことである。居住している近傍の鉄扉が閉鎖されなければ、どのような被害が生じるか、個別状況のハザードマップを住民に示し、その鉄扉が誰の手で閉められることになっているか、あるいは、この鉄扉を住民で閉めれば、被害をどれだけ小さく出来るかなど情報提供するべきである。大阪は、10分後に津波が来るのではなく2時間の時間がある。この条件を最大限活用した津波対策を作成すべきである。

　また、企業が投資するとき、この地区は、このような対策を行えば、安全であることが分かるような情報を提供すべきである。

　このような３大水門閉鎖する２次被害が起きる可能性のある津波対策でなく900hPaの台風の吹き寄せ対策になる沖の防波堤を立案することを記述するとともに個々の防潮堤の閉鎖を、より確実にする対策を記述するべきである。


	本計画では、災害対策基本法に基づき、災害時の被害を最小化し、被害の迅速な回復を図る「減災」の考え方を防災の基本理念としております。そのため、津波が発生時等においては、住民の方には避難していただくことが重要と考えております。

鉄扉については、防潮鉄扉の管理に関する協定等に基づき、避難時間を確保した上で、水防事務組合や鉄扉利用者等が閉鎖し、施設管理者である大阪府等が閉鎖確認を行うこととしております。
避難勧告等の避難情報については、平成29年１月に内閣府が「避難勧告等に関するガイドライン」を改定したことを踏まえて、本計画においても、避難情報の名称を修正しております。
今後とも、避難情報や市町村のハザードマップ作成支援等、住民の方に安全に逃げていただくための情報提供に努めてまいります。


	７
	〔災害予防〕第３章　災害予防対策の推進
第４節　津波災害予防対策の推進（１１２～１１６ページ）
P.113の第4 水害減災対策および第3 高潮対策について

　第3 高潮対策では、防潮堤の鉄扉の閉鎖の必要性・重要性とその効果が分かる記述がない。そして、第4 水害減災対策では、本大阪府地域防災計画の災害対策にあたっては、減災を基本にするとあり、大阪府強靭化計画などの「逃げる」「凌ぐ」「防ぐ」の考え方なども同じであるが、P.114の(5)浸水想定区域の指定・公表で浸水した場合の水深、浸水時間等の公表をすることが追加されているが、次には(6)浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保になっている。この一連の流れは、高潮対策で、防潮堤の鉄扉は、完全に閉鎖されている前提になっているように思われる。(6)の前に、高潮襲来の前の時点での鉄扉閉鎖状況を確認し、閉鎖されていない時の対応策を記述すべきである。このことは、まず、「逃げる」ことを記述することが「防ぐ」より重要であると認識していることによるのではないでしょうか。あるいは、現在、どのような台風に対応すればいいか認識が不足しているのではないでしょうか。P.112には、伊勢湾台風級の超大型台風と記述されていますが、国では、900hPaクラスの台風が近畿に上陸し、大阪の水位上昇の偏差は、伊勢湾台風級の3mが4mと1m上昇すると試算しています。このような台風による偏差への対応策がどこにも記述されず、水害予防対策には、逃げることが細かく記述されている。

　副首都を実現する計画など大阪府の諸施策の整合性を取るためにも、大阪府地域防災計画の基本的考え方を防ぐに変更し、900hPaの大型台風に対する水位上昇の対策としては、全ての防潮堤と3大水門などの嵩上げを行ったり、コンテナ埠頭などの港湾施設を全て嵩上げすることは、機能的にも不可能であるので、偏差のうち吹き寄せによる水位上昇を減衰させる防波堤を早急に整備する計画を記述すべきです。

	災害対策には、時間の経過とともに、災害予防、災害応急、災害復旧・復興の３段階があり、本計画では、各段階ごとに「災害予防対策」「災害応急対策」「災害復旧・復興対策」としてとりまとめております。

ご指摘いただいた鉄扉の閉鎖に関する記載は、災害応急対策　第２章「第２節　警戒活動」に記載しております。

また本府では、高潮対策として、伊勢湾台風規模の大型台風が室戸台風のコースを通って、満潮時に来襲した場合を想定した高潮に対して安全に対処できるように整備を進めており、ご意見を踏まえ表現を修正いたします。
なお、それよりも非常に規模が大きい「想定し得る最大規模の高潮」については、施設整備だけでなく、「被害の最小化」のために、住民の方に避難いただくことが必要と考えております。


	８
	〔災害応急〕第２章　情報収集伝達・警戒活動
第４節　発災直後の情報収集伝達（１９６ページ）

２　府及び国への報告

「被害状況等の報告は、災害対策基本法第５３条第１項により、府に対して行う（府に報告できない場合は、内閣総理大臣に対して行う。）」の記述について。

内閣総理大臣は消防庁に修正すべきではないでしょうか。

理由

確かに法律上は内閣総理大臣となっているが、運用上は消防庁に報告することになっており、消防庁が内閣総理大臣に報告する。

防災基本計画p41参照

逐条解説災害対策基本法（第三次改訂版）p352参照

	ご指摘頂きました被害状況等の報告は、災害対策基本法の規定に合わせ、記載しております。
また、運用上の伝達経路についてはP.194［別図 2-1］情報収集伝達経路にて示すとおり、府から国への伝達経路及び市から国への伝達経路としては、消防庁を窓口とした体制として記載しております。
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